
障がい者の生涯学習の推進について
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本日の内容

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課
Lifelong Learning and Cultural Assets Division

１ 国の「障害者の生涯学習の推進」について

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について

はじめに

おわりに

３ 表彰制度と事例集について
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※文部科学省資料より抜粋

平成26年「障害者権利条約」批准 →第24条「生涯学習機会の確保」

平成28年「障害者差別解消法」の施行
→国・自治体における合理的配慮の義務化

平成29年４月
大臣メッセージ 「特別支援教育の生涯学習化に向けて」を発出

平成29年度、生涯学習政策局に「障害者学習支援推進室」を新設

政
府
・
文
部
科
学
省
の
取
組

はじめに

平成18年（ 2006年）
国連総会で障害者の権利に関する条約が採択

「社会モデル」の考え方が反映
※障がいは障がい者ではなく
社会が作り出しているもの
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はじめに

社会モデルとは・・・

令和５年度版 障害者白書(概要) 内閣府より抜粋

障がい者が日常生活又は社会生活で受ける様々な制限は、心身の機能の障がいのみ
に起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生じる
ものという考え方
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※文部科学省資料より抜粋

平成26年「障害者権利条約」批准 →第24条「生涯学習機会の確保」

平成28年「障害者差別解消法」の施行
→国・自治体における合理的配慮の義務化

平成29年４月
大臣メッセージ 「特別支援教育の生涯学習化に向けて」を発出

平成29年度、生涯学習政策局に「障害者学習支援推進室」を新設

政
府
・
文
部
科
学
省
の
取
組

はじめに

平成18年（ 2006年）
国連総会で障害者の権利に関する条約が採択

「社会モデル」の考え方が反映
※障がいは障がい者ではなく
社会が作り出しているもの



私はかねてより、障害のある方々が、この日本の社会でどうしたら夢や希望を持って活躍していくこと

ができるかを考えてきました。その中でも印象的だったのが、特別支援学校での重い知的障害と身体障害
のある生徒とその保護者との出会いです。その生徒は高等部3年生で、春に学校を卒業する予定であり、保
護者によれば、卒業後の学びや交流の場がなくなるのではないかと大きな不安を持っておいででした。他
にも多くの保護者から同様のご意見をいただきました。

これまでの行政は、障害のある方々に対して、学校を卒業するまでは特別支援学校をはじめとする「学
校教育施策」によって、学校を卒業してからは「福祉施策」や「労働施策」によって、それぞれ支援を
行ってきました。しかし、これからは、障害のある方々が、学校卒業後も生涯を通じて教育や文化、ス
ポーツなどの様々な機会に親しむことができるよう、教育施策とスポーツ施策、福祉施策、労働施策等を
連動させながら支援していくことが重要です。私はこれを「特別支援教育の生涯学習化」と表現すること
としました。

文部科学省では、このような観点から昨年12月に「文部科学省が所管する分野における障害者施策の意
識改革と抜本的な拡充」を公表しました。併せて、省内の体制を確立するために「特別支援総合プロジェ
クト特命チーム」を設置しました。さらに、今年度から生涯学習政策局に「障害者学習支援推進室」を新
設しました。今後、この「障害者学習支援推進室」を中心に全省的に「Specialプロジェクト2020」や特
別支援学校等における地域学校協働活動の推進、卒業後も含めた切れ目ない支援体制の整備の促進、障害
のある学生への大学等における支援体制の充実等に取り組んでいきます。

各地方公共団体におかれては、障害のある方々がそれぞれのライフステージで夢と希望をもって生きて
いけるよう、生涯にわたる学習活動の充実を目指し、生涯学習や特別支援教育、スポーツ、文化、福祉、
労働などの関係部局の連携の下、国とともに取り組んでいただきますようお願いいたします。
今週（4月2日～8日）は発達障害啓発週間です。
改めて、国と地方公共団体、企業に加えて地域の皆さまとともに、障害のある方々がわけ隔てなく、互

いに尊重し合いながら共生する社会の実現を目指していきたいと強く願います。

大臣メッセージ（平成２９年４月７日 松野博一 文部科学大臣）

はじめに



●「障害者の学習機会が充実されることは重要だと思う」 → ８１．１％

●「一緒に学習する友人、仲間がいない」 → ７１．７％
「学ぼうとする障害者に対する理解がない」 → ６６．３％
「知りたいことを学ぶための場や、学習プログラムが身近にない」

→ ６７．２％
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●特別支援学校卒業生 高等教育機関への進学率 約２．２％（本県1.3%）
特に知的障がいのある生徒になると約０．５％に留まる
→「学校卒業後、学びや交流の場はどうなってしまうのか不安」
「ゆっくりとした成長なのに、学び続けることができない」 ※保護者の声

●約９２％の障がい者が、就労または障がい福祉サービスの利用等の進路選択

●障害者の職場定着状況については、職場定着が困難な者も多い
（就職1年後の定着率：知的障害６８％、身体障害６０．８%、精神障害４９．３％）

※文部科学省資料より抜粋

１ 国の「障害者の生涯学習の推進」について



① 学校教育から卒業後における学びへの円滑な移行
・生涯学習とのつながりを見通す観点から見直された、特別支援学校高等部学習指導要領等に基づき、学校段階から卒業後を見
通した教育を推進
・学校で作成する個別の教育支援計画に「生涯学習」を位置付けた上で、進路先の企業や福祉施設等へ適切に引き継ぎ、活用

② 多様な学びの場づくり
・学校から社会への移行期、各ライフステージに着目し、公民館等における講座、特別支援学校の同窓会組織が主催する学びの
場、大学のオープンカレッジや公開講座等の多様な学びの場づくりを推進し、地方公共団体を中心に学びの場に関する情報収
集・提供を実施

③ 福祉，労働等の分野の取組と学びの連携の強化
・「基幹相談支援センター」（福祉）や「障害者就業・生活支援センター」（労働）との連携強化による学びに関する相談支援
体制の充実
・「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「地域生活支援事業」等の障害福祉サービスを活用した学び
の場づくりの推進

④ 障害者の生涯学習を推進するための基盤の整備
・障害者の生涯学習を推進する人材の育成・確保の必要があるため、国の役割として、障害者の学びの場づくりを担う人材育成
に関する方策の検討や研究成果等の発信
・障害に関する理解促進、障害者の学びの場づくりの担い手の育成、学びの場の拡大を図るため、「共に学び、生きる共生社会
コンファレンス」を開催
・都道府県、市町村の教育振興基本計画や障害者計画への「障害者の生涯学習の推進」に関する目標や事業の位置付け促進8

〇 誰もが、障害の有無に関わらず共に学び、生きる共生社会の実現
〇 障害者の主体的な学びの重視、個性や得意分野を生かした社会参加の実現

学校卒業後の障害者が学ぶ機会が十分でない

目指す方向性

障害者の生涯学習の推進方策について
-誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会を目指して-（報告）

取り組むべき施策

１ 国の「障害者の生涯学習の推進」について ※文部科学省資料より抜粋
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１ 国の「障害者の生涯学習の推進」について

学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業
「障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」の実現に向け、障害者の

持続的な学びの基盤を整備

●地方公共団体における連携体制の構築、基盤整備

社会的包摂や共生社会の推進等の活動に取り組む民間団体等と幅広に連携

●多様な実施主体による障害者の学びの推進

公民館等の社会教育施設等や大学、NPO等による学習機会の提供

●障害者の生涯学習推進に係る普及啓発活動の強化

地域別・テーマ別コンファレンスの開催やアドバイザー派遣、障害者参加型フォーラム

※文部科学省資料より抜粋
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「いわて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプラン

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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「障がいのある人もない人も
共に学び共に生きる岩手県づくり条例」（2011年施行）

県は、障がいについての理解の促進及び障がいのある人に対する不利益な取扱いの解消に関する施策を総合的に策
定し、及びこれを実施するものとする。（第４条）

市町村は、当該市町村の地域の特性に応じて、障がいについての理解の促進及び障がいのある人に対する不利益な
取扱いの解消に関する施策を推進するよう努めるものとする。（第５条）

県民及び事業者（以下「県民等」という。）は、障がいのある人が、地域の一員として社会、経済、文化その他あらゆる分
野の活動に参加できるよう、支援に努めることにより、障がいのある人もない人も共に暮らしやすい地域づくりに努める
ものとする。（第６条）

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について



アンケート調査から

「障がい者の生涯学習推進のあり方」に関する調査

※令和２年度 岩手県立生涯学習推進センター実施
※県内33市町村の生涯学習・社会教育担当部局へ調査
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２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について



問２「各市町村の社会教育施設」

問２－（１）「障がい者に配慮のある社会教育施設」

配慮「ある」が100%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ある

ない

わからない

・全ての市町村に障がい者の利用に対し、何かしら配慮
した社会教育施設がある

「ある」80.3%
「ない」17.9%
「わからない」1.8%

16年前の調査

障がい者に配慮した社会教育施設の整備は大きく進展したといえる

13

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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問３「各市町村教育委員会（又は生涯学習を主管する部局）が主催・共催した事業について」

問３－（１）「事業や講座の障がい者の参加について」

「障がいの有無を意識していない」９３．９%

0.0%

6.1%

93.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

障がい者を対象とした事業や講座が

ある

障がい者も参加できる事業や講座が

ある

障がいの有無を意識していない

・「配慮事業を計画していない」８７．５%

・「配慮事業を計画した」 １２．５%

16年前の調査

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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問３「各市町村教育委員会（又は生涯学習を主管する部局）が主催・共催した事業について」

問３－（３）「事業や講座において、障がいの有無を特に意識していない理由」

58.1%

38.7%

35.5%

32.3%

12.9%

22.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

障がい者については他部局が担当

障がい当事者や保護者、障がい者関係

の施設・関係団体からの要請がない…

事業を担当できる職員やスタッフ・ボ

ランティア不足

対象となる障がい者の把握不足

事業予算、施設、設備の不足

その他

「予算」２４．３%「予算」１２．９%

「要求」３２．７%「要求」３８．７%

「社会教育の分野ではない」３．６%「他部局が担当」５８．１%

同率

大幅増

16年前の調査

減少

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について



問４「障がい者の生涯学習を推進する上で、どのような課題があるか」

78.8%

66.7%

51.5%

48.5%

33.3%

27.3%

24.2%

21.2%

15.2%

15.2%

9.1%

6.1%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生涯学習に関するニーズの把握

関係部局や関係機関・団体等との…

生涯学習に関する体制の整備

特別支援教育や障害者福祉等に関…

生涯学習に係る講師及び指導者の…

生涯学習に関する事業・プログラ…

生涯学習を行う施設・設備等の整備

生涯学習に係るボランティアの養…

生涯学習機会の充実

生涯学習に係る専門職員（社会教…

生涯学習に関する情報提供

特別支援学校との連携

その他

16

「生涯学習に関するニーズの把握」 ７８．８%

「関係部局や関係機関・団体との連携」６６．７%

「障害者の生涯学習活動を実施・推進する上での優先的な課題」（市町村）
※文部科学省調査

本 県 全 国

「生涯学習に関するニーズの把握」 ７０．３%

「生涯学習に関する体制の整備」 ６９．３%

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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問５「今後、障がい者に対応した事業を推進していくために必要な条件」

69.7%

63.6%

33.3%

24.2%

9.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

担当職員の配置とスタッフ・ボランティアの確保

福祉関係部局や団体からの援助と協力

予算と施設・設備

障がい当事者や保護者、障がい者関係団体からの要請

その他

・「担当職員の配置と、スタッフ・ボランティアの確保」６９．７％

・「福祉関係部局や団体等からの援助と協力」 ６３．６％

一般の成人・高齢者対象の講座を実施するより
必要な条件等のハードルが高いと感じている

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について



問６「障がい者の生涯学習を推進する上での課題」

18

「ニーズの把握」 ７８．８％

「関係団体との連携」 ６６．７％

「体制の整備」 ５１．５％

障がい者就業・生活
支援センター

生涯学習
部局

担当部局を超えて
必要な連携を図っていくことが望まれる

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について



障がい者
理解

関係団
体との連
携

体制の

整備

学習方
法とニー
ズの把握

障がい者の生涯学習推進に向け意識したい４つの視点

19

「障がい者の生涯学習推進のあり方に関する研究」より（R2～R3 岩手県立生涯学習推進センター）

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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教育

スポーツ

福祉

文化 スポーツ振興課

障がい保健福祉課

文化振興課

学校教育室

保健体育課生涯学習文化財課

関係する各室課による情報共有

庁内連携

岩手県「障がい者の生涯を通じた学習活動支援」に係る庁内連携体制づくり

２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について
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２ 本県の「障がい者の生涯学習の推進」について

研修会の実施

「新任生涯学習関係職員研修講座」

「人・つながり・地域づくり関係職員等研修講座」
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文部科学省「障害者の生涯学習支援活動」に係る文部科学大臣表彰推薦
※平成29年からの表彰制度

本県からの推薦・受賞団体は11団体

３ 表彰制度と事例集について

受賞年度 団体名 活動内容

平成29年 特定非営利活動法人 岩手音声点訳の会 録音図書製作事業等

平成30年
特定非営利活動法人 岩手点訳の会 点訳図書製作事業等

いわて・きららアート協会 いわてきらら・アート・コレクションの実施

令和元年
山田町朗読ボランティア 声の広報（広報やまだ音声訳ボランティア）

障がい者観光サポーターの会 障がい者観光サポーター

令和２年 久慈地域卓球バレー協会 障がいの有無に関わらず、共に活動する取組

令和３年

特定非営利活動法人
アートで明るぐ生ぎるかわさき

地域の高齢者、障がい者のアート交流事業

社会福祉法人光林会
るんびにい美術館

障がい者のアート活動、併設のカフェの運営

令和４年 ぽけっとの会
企業や市町村と企画した研修会等による重度障
がい児者の地域社会への理解促進

令和５年

岩手県知的障がい者ソフトボール協会
「いわてスマイリーズ」

知的障がい者を対象にしたソフトボールチーム

デイジー岩手
録音図書製作におけるデジタル録音図書編集作
業とボランティアの育成
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令和５年度 本県からの受賞団体

３ 表彰制度と事例集について

「障害者の生涯を通じた学習支援活動」文部科学大臣表彰
（文部科学省HPより）

ソフトボールで岩手を元気に！
「いわてスマイリーズ」

録音図書製作におけるデジタ
ル録音図書編集作業とボラン
ティアの育成



親の願い 本人の学びたい意欲 支援者の想い

生涯学習・社会教育

行政関係者が知ること
が重要

「なぜ、このよう
な活動が行わ
れているの？」

24

【障がい者の生涯学習活動は、なぜ行われているのか】

おわりに



25

共に学ぶ

理念頼りで具体的に配慮等が見えない状況

共に生きる共生社会

おわりに



26本当に参加してほしい方へ、必要な情報が届いてるか

事業周知等の広報について（※参考例）

おわりに
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参考資料

障害者の生涯学習の推進方策について
（文部科学省HP）

「障害者の生涯を通じた学習支援活動」文部科学大臣表彰
（文部科学省HP）

共生社会のマナビ～障害者の生涯学習支援入門ガイド・
事例集～
（文部科学省HP）

心のバリアフリーについて
（首相官邸HP）

おわりに



障がい者の生涯学習の推進について

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課
Lifelong Learning and Cultural Assets Division


